
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 夢職人

1 事業の成果

新型コロナウィルス感染症の拡大、終息の波に左右されつつも、小学生・中学生を対象 とした社会教

育活動を実施 した。前年度よりも多くの受益対象者に事業提供を行 うことができた。前年度より開始 し

た社会福祉事業を今年度も継続的に実施 し、前年度よりも多くの受益対象者に事業提供を行 うことがで

きた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【27,169】 千円)

事 業 報 告 用

定款に記載

された

事業名

'F業内容 日‖寺 場所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千 円)

子 どもや若

者の社会教

育に関す る

事業及び支

援する事業

野外教育活動、スポー

ツ・ レクリエーション活

動、文化・芸術活動にお

ける日帰 リプログラム

及び宿泊プログラムの

企画・運営

令和 3年

11月 14日

12月 11日

12月 12日

12月 26‐28日

令和 4年

3月 26‐ 28日

4月 16日

4月 17日

4月 29‐ 5月 1日

5月 22日

6月 12日

7月 16・ 18日

8月 5‐ 7日

8月 20‐ 22日

9月 11日

9月 23‐ 25日

10月 16日

10月 29‐ 30日

関東

近郊
292人

関東近郊在住

の乳幼児・小

学生・中学生

とその保護者

986人

13,392

オンラインを用いた体

験活動プログラム

令和 4年

2月 19日

6月 26日

当法人

事務局
15人

全国の乳幼児

を含む一般市

民

14人

|

|



子 どもや若

者 の社会教

育 に関す る

事業及 び支

援する事業

(前 頁か ら

続 く)

プ レーパーク (冒 険あそ

び場づ くり)の企画・運

営

令和 3年

11月 13日

12月 11日

令和 4年

1月 8日

4月 9日

5月 14日

6月 11日

7月 9日

9月 10日

10月 8日

都立木場

公園
84人

全国の乳幼児

を含む一般市

民

2,800

人

ひとり親世帯の子ども

を対象 としたオンライ

ンによる活動支援

令和 3年

12月 18日

当法人

事務局
4人

全国のひ とり

親世帯の子 ど

も・保護者

78家庭

経済的な困難を抱える

子どもの教育格差の解

決のための支援

通年
当法人

事務局
4人

全国の

一般市民
多数

高校生を対象としたキ

ャリア教育の企画・運営

令和 3年

11月 24日

都立小石

川中等教

育学校

16人

都立小石川中

等教育学校 4

年生の生徒

118人

子どもや青少年と関わ

るうえで必要な技術を

習得するための勉強会

令和 4年

2月 20日

5月 29日

8月 27日

関東

近郊
8人

全国の

一般市民
23人

子 どもや若

者 の社会福

祉 に関す る

事業及 び支

援する事業

経済的に困難を抱える

子育て家庭への食の支

援プログラム

通年
当法人

事務局
4人

東京近郊の経

済的に困難を

抱える家庭の

保護者 。子ど

も

129

家庭
10,684

子 どもや若

者の教育や

福祉 に関す

る 情 報 発

信・調査研究

事業

子どもや青少年に関す

る社会課題や教育・福祉

等についての情報メデ

ィアの企画・運営

通年
当法人

事務局
4人

全国の

一般市民
多数 604

|

|

|



子 どもや若

者 の教育や

福祉 に関す

る旅行業法

に基づ く旅

行業

野外教育活動、スポー

ツ・レクリエーション活

動、文化・芸術活動にお

ける日帰 リプログラム

及び宿泊プログラムの

企画・運営

実施 な し

※今年度は旅行

業法に基づき、両

行業者としての

登録準備及び登

録手続きを実施。

よって、準備等に

要 した費用は発

生 しているが事

業実施には至っ

ていないため、事

業の受益対象者

は 「なし」、受益

者数は 0と する。

当法人

事務局
4人 な し

ｎ

）
2,489

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

定款 に記載
された
事業名

事業内容 日H寺 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)

|

|

|



書式第 113号 (法第 28条関係 )

令和3年度 活動計算書 (その他事業がな量場合)

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 夢職人

正会員受取会費
贅助会員受取会費
活動会員受取会費

384,000
324.000
802.800

取

受取寄附金 9,658,663

0 受取助成金等
受取助成金

3.988.000
3.988.00()

|

4 事業収益
子どもや若者の社会教育に関する事業及び支援する事業収益
子どもや若者の教育や福祉に関する情報発信・調査研究事業

13,503,324
327,860

13.831.184

そ の の

62

3.644,228
受取利息
雑収益

32.632.93,
B

1

)人
給料手当 (事業)

法定福利費 (事業)

福和1厚生費 (事業 )

8,281.158
1.241.561

25,092

(2)その
業務萎託費
印刷製本費 (事業 )

会議費 (事業)

旅費交通費 (事業)

通信運搬費 (事業)

消耗品費 (事業 )

修繕費 (事業)

水道光熱費 (事業)

地代家賃 (事業 )

保険料 (事業)

諸会費 (事業)

組税公課 (事業 )

研修費
支払手数料 (事業)

7,o78,908
159,948
137,240

6,090.383
544,986
716,240
40,184
199,428

1,233,188
480,540
81.853

388.400
25,500

444.395

1

給料手当
役員報酬
法定福利費
福利厚生費

582,771
3,719,880

610.507
1.801

2 の

Fp刷 製本費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
修繕費
水道光熱費
地代家賃
保険料
支払手数料

8,668
5,410

65,600
16.519

36,705
2,716
14,073
86,929
18,498
85,O04

当 期 経 常 増 減 額 A 曰

D

当 期 経 常 外 増 減 額 C [)

208 902
0

9.492.,71
人

正

0.701.673

..イ R
・・・に



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和3年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 夢職人

′

＞

敷
形 固

200,000

2,200,000

639,14
639,147

ク
ヽ

金

2

の

(2) 形

差入保証金

繰延資産

(3)

:::31:::]][ζ口座
0

716,999
44,003

2,383,871
1,744,557
2,273,186

その

【A】 資 ①+② 10.201.763産 合 計

500

2

十

1

B-1

100,000前受金

頂 り金
未払法人税等
未払消費税

11,6901

70,000
318,400

B-2 の

立
〓 1政 208 902

正

期

正味財

正 9,492,771

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 10.201.763

… 合

】 負 債 の



書式第 16号 (法第 28条関係

令和3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 夢職人

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準(2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)

によっています。

(1)固定資産の減価償却の方法
法人税法の規定に基づいて定率法で償却しています。但し、取得金額が20万円未満の資産については

法人税法に規定する一括償却の方法により償却しています。

(2)消費税等の会計処理

税込経理方式で処理しています。

2. 事業別損益の状況

(単位 :円 )

調査研究情
報発信

事業部門計
法人全体又
は管理部門

合計科 目 社会教育 社会福祉 旅行業

0
0

0
13,503,324

0

０

０

０

０

０

６８，
´

０

０

０

０

０

0
0
0

84
0

13,83

1,510,800
9,658,663

3,988,000
0

3,644,290

1,510,800

9,658,663

3,988,000
13,831,184
3,644,290

18,801,75313,503,324 327,860 13,831,184 32,632,937

1,629,533

0
226,846

7,151
0

8,281,158

0

1,241,561

25,092
0

582,771

3,719,880

610,507

1,801

0

8,863,929

3,719,880
1,852,068

26,893
0

3,974,546

0

602,521
11,166

0

2.281.949

0

352,400

5,646
0

395,130

0
59,794

1,129

0
456,053 1,863,530 9,547,811 4,914,959 14,462,7704,588,233 2,639,995

7,078,908

168,616
142,650

6,155,983

561,455
752,945

42,900

213,501
1,320,117

499,038

81,853
388,400
25,500

529,399

0

367,933
95,174

137,240

5,970,480

306,251

621,620
22,021

94,866

591,216
344,033

0

212,843

25,500
13,911

0

6,710,975

34,526
0

66,342
187,681

81,605

15,029
53,726

338,880
71,738

0

145,262
0

338,657
0

0

5,868

0
9,814

20,972
7,440

2,130

9,447
58,788

12,495

0

20,585

0

157

0

0

24,380

0
43,747

30,032

5,575

1,004

41,389

244,304

52,274

81,853
9,710

0

91,670
0

7,078,908

159,948
137,240

6,090,383

544,936
716,240

40,184
199,428

1,233,188

480,540
81,853

388,400
25,500

444,395
0

0

8,668

5,410
65,600
16,519

86,705

2,716
14,073

86,929

18,498

0
0

0

85,004

0
147,696 625,938 17,621,143 340,122 17,961,2658,803,088 8,044,421

603,749 2,489,468 27,168,954 5,255,081 32,424,03513,391,321 10,684,416

112.003 ‐10,684,416 ■■■■ ■■■■ 13,337,770

I 経常収益

1.受取会費

2.受取寄附金

3.受取助成金等

4.事業収益

5.その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用

(1)人件費

給料手当

役員報酬

法定福利費

福利厚生費
外注費
人件費計

(2)その他経費

業務委託費
印刷製本費

会議費
旅費交通費

通信運搬費
消耗品費
修繕費
水道光熱費
地代家賃

保険料

諸会費
租税公課
研修費
支払手数料
広告宣伝費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額 口睡四園口■口褻□四



3. 固定資産の増減内訳

(単位 :円 )

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は9,701,673円 ですが、そのうち2,772,669円 は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は6,929,004円 です。

借入金の増減内訳

借入金はありません。

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単位 :円 )

科 日
計算書類に

計上された
内役員及び

近親者との

(活動計算書)

受取会費

受取寄付金

事業収益

その他収益

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計

1,510,800

9,658,663

13,831,184

3,644,290

120,000

61,174
20,600

0

28,644,937 201,774

該当なし 該当なし

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必

・ 事業費と管理費の按分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当、法定福利費、福利厚生費、水道光熱費、地

代家賃、保険料、租税公課については従事割合に基づき案分しています。
・ 新たな資産の取得

子どもや若者の教育や福祉に関する旅行業法に基づく旅行業の開始準備のため、一般社団法人全国旅行業協会
への入会を行った。このため、令和3年度において差入保証金と繰延資産の取得を行っている。

科 || ‐  ll _111・ 取 得 減少 期末取得価額 期末帳簿価額

投資その他の資産

敷金 (事務局賃貸 )

差入保証金 (旅行業供託金)

繰延資産(旅行業協会入会金)

`, 00 000
0

0

0

2,200,000
650,000

0
0

10,853

200,000

2,200,000

639,174

0

0

0

200,000

2,200,000

639,174
合 計 200,000 2,850,000 10,853 3,039,174 3,039,174

内 容 期首残 高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

1,596,413 11.860,672 10,684,416 2,772.669

11.860.672 10.684.416 2.772.6691.596.413合計

・経済的に困難を抱
える子育て家庭への

食の支援プログラム

「

~~~



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和3年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 夢職人

′

7,162,616

200,000

2,200,000
2,200,000

639,147
639,147

A

1

2

の

(2) 形 固

未収金

棚卸資産

差人保証金

絆 ,1女 ,I
(3) その

0
7r6,999

44, 003
2,383,871
t,7 44, 557
2,273, t86

現金預金
手元現金
みずほ銀行普通預金
三菱UFJ銀行普通預金
楽天銀行普通預金
ゆうちょ銀行普通預金
ゆうちょ銀行郵便振替口座

(1)有形固
敷金

【A】 資 ①+② 10.201,763産 合 計

の

2

1

B-1

前受金
預 り金
未払法人税等
未払消費税

100,000
11,690
70,000

318,400

【B-1】 負 ③+④ 500.090債 合 計

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 9.701.673

土 」



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和3年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

特定非営利活動法人 夢職人

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

ン 以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )
ン

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)

1
監 事理事・

イワキリ ジュン

岩切 準

令和3年 11月 1日

令和4年 10月 31日

令和3年 11月 1日

令和4年 10月 31日

2 事理事・
l.z I =*=
山田 友紀子

令和3年 11月 1‖

令和4年 10月 31‖

3

ユ ウ

横山 優

令和3年 11月 1日

令和4年 10月 31‖

4 事理事・
ホンダ ユウイチ

本多 雄一

令和3年 11月 lH

令不日4年 10月 31卜 1

サイ トウ サ トコ

齊藤 聡子

令和3年 11月 1日

令和4年 10月 31日

6 監 事

ハ タ ミサ ト

畑 美里

↑和3年 12月 4日

7 理 事

ケイノ マコ ト

慶野 誠

令和3年 11月 1‖

令和4年 10月 31‖

事 業 報 告 用

⌒

lヽ三ノ監事

⌒

で琶lノ
監事

理 事

i'fE4+Io n 31H 
I



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

氏    名

1 岩切 準

2 山田 友紀子

3 横山 優

4 齊藤 聡子

5 畑 美里

6 和 田 健太郎

7 大嶺 麻衣子

8 大塚 昇

9 大堀 詩織

10 門倉 麻莉

11

12

特定非営利活動法人 夢職人


